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RCFが取り組む「社会事業コーディネーター」の役割	

社会課題をビジネスの手法

や考え方によって解決する

「社会事業」。	

担い手だけでは運営が難しく

「外からの力」を求めるときに

「コーディネーター」が必要に

なります。	

	

RCFの「社会事業コーディ

ネーター」は、仮説をつくり、

チームをつくり、事務局として

ビジネスの手法や考え方、専

門性を活かしながら、社会的

価値にコミットします。	

RCFは、2011年の東日本大震災をきっかけに、地域・社会課題解決の現場に飛び込み、社会事業

コーディネーターとして活動をはじめました。	

この5年間で31被災市町村と連携し、300社の被災事業者支援、160名の民間人材の東北への紹

介、釜石市・双葉町・大熊町でのコミュニティ支援を進めてきました。	

	  

こうした支援の中で、東北の経験やつながりは、日本全国に共通する高齢化社会におけるまちづ

くり、地域産業の衰退、地域からの若者流出といった問題を解決するヒントになると気づきました。	

私たちは2014年に「RCF復興支援チーム」を「RCF」に改称し、東北だけではなく、日本全国の課題

先進地へも展開を始めています。関東、北陸、近畿、九州といった地域でも、一次産業支援やま

ちづくり支援を行っていますし、事業型NPO・社会的企業のネットワークも支えています。そして

2016年4月に発生した熊本地震でも、農業復興や人材確保の取り組みを進めています。	

	  

こうした活動を実現できているのは、日ごろ様々な形でご支援いただいておりますNPO・企業・行

政の皆様の力によるものです。この5年間を感謝するとともに、引き続き東北の復興に向き合い、

またその経験を他地域における社会課題解決につなげていくことを、お約束いたします。	

一般社団法人RCF 代表理事	  

藤沢　烈	

ごあいさつ	
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実績マップ	  
	  

東北被災3県における「ひと・まち・産業」の復興。	  

そして、全国の社会課題へ。	
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1.東北広域にわたる取り組み	

⑤日本財団「WORK	  FOR 東北」	  
日本財団・NPO法人ETIC.・NPO法人HUG・復興庁	  
2013/10〜	  
被災自治体などの人材ニーズと、被災地で働きたいという人
材を繫ぐ「復興人材プラットフォーム事業」。3年間で160人以
上の赴任をサポートしました。	

③岩手県・福島県仮設住宅支援	  
ジョンソン・アンド・ジョンソン社会貢献委員会・日本財団・	  
NPO法人いわて連携復興センター	  
2012/1〜2015/9	  
2011年〜12年に取り組んだ岩手県の大船渡、大槌、釜石の
仮設住宅におけるコミュニティ形成支援。更にその経験を活
かし、福島県営公営住宅支援の政策提言や推進を実施いた
しました。	  

①復興応援 キリン絆プロジェクト	  
キリン株式会社・日本財団・日本フィランソロピー協会	  
2011/7〜	  
東北の水産業・農業復興支援。各地域ごとに地元事業者・
行政・漁協/農協等が協働、食の地域ブランド化等に取り組
む事業を立ち上げ、3県において50件以上が進んでおります。	  

②フィッシャーマンズリーグ	  
一般社団法人東の食の会・キリン株式会社・日本財団	  
2016/6〜	  
生産者自身が主体となった広域連携による三陸ブランド化を
推進。更には海外展開また魚食文化の普及/発展に向けた	  
事業を実行する取り組みを形成しています。	  

④被災者支援コーディネート事業	  
復興庁・NPO法人いわて連携復興センター・NPO法人みやぎ
連携復興センター・一般社団法人ふくしま連携復興センター	  
復興庁事業。企業CSR活動と自治体ニーズのマッチングに関
する実施を支援いたしました。	  

⑥イノベーション東北	  
グーグル株式会社	  
2013/1〜2015/7	  
青森県、岩手県、宮城県、福島県の4県を対象に、地域で活
動している事業者に対し、スキルを持ったサポーターをつな
ぐマッチング事業を事務局として担当いたしました。	  

⑦東日本大震災オープンナレッジプロジェクト	  
グーグル株式会社・三菱商事株式会社・NPO法人HUG	  
2015/4〜	  
東日本大震災の被災地支援を行っている各企業がどのような
支援を行ったかのナレッジを収集・集約、Webサイトで共有する
事業の事務局を運営しております。	  
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2.福島における取り組み	

⑧双葉町復興支援員事業	  
双葉町	  
2013/7〜	  
福島県いわき市・郡山市・埼玉県加須市に拠点を置き、原発事

故による避難先でのコミュニティの維持・発展を図るため、町民

と役場間コミュニケーション円滑化・情報伝達の支援、住民間の

交流促進に向けた広報・イベント等を実施しております。実施に

つきましてはマイクロソフト株式会社の支援をいただきました。	  

⑪大熊町復興支援員事業	  
大熊町	  
2014/4〜	  
福島県いわき市。町民のコミュニティ再構築を目的に、町民を

主体としたコミュニティの立ち上げ・運営の支援等を実施してい

ます。	  

⑨「平成２８年度地域経済産業活性化対策」

福島求人支援チーム	  
経済産業省・株式会社ビズリーチ・株式会社ウインウィン	  
2016/7〜	  
被災12市町村にて「求人支援チーム」として事業再開を目指

す事業者ニーズの拾い上げと地域で働く意向を持つ求職者

のマッチング促進を推進しています。	

⑩福島県避難者支援中期ビジョン策定支援業務	  
福島県社会福祉協議会・	  
ジョンソン・アンド・ジョンソン社会貢献委員会（H26年度）	  
2014/10～2015/9	  （J&J支援）、2015/10～	  
福島県被災12市町村社会福祉協議会が東日本大震災及び東京

電力第一原子力発電所事故による避難者の生活支援及び相談活

動を行うにあたり、その目標と実行方法を内容とする中期ビジョン

の策定を支援しております。	

⑬自治体版ハンズオン支援事業（川内村）	  
復興庁・日本経済研究所（H27年度）・日本総合研究所（H28
年度）	  
2015/5〜	  
日本経済研究所／日本総合研究所との協働事業。	  
福島県川内村の帰還支援／交流人口増加に向けた自治体

施策を支援しております。	

⑫福島県双葉郡教育復興ビジョン推進協議会	  
双葉郡8町村・福島県教育委員会・福島大学・文部科学省・	  
復興庁 など	  
2014/4〜	  
「福島県双葉郡教育復興ビジョン」は、震災後の子どもたちの

学びを守り、未来を生きる強さを持った人材に育てることを目

指し、双葉郡8町村の教育長を中心にとりまとめ、文部科学省

や復興庁、福島県教育委員会、福島大学等の協力のもと協議

会を立ち上げ、学校や地域と協働してビジョン具現化を進めて

います。双葉郡の児童生徒がふるさとや復興に関して考え、学

ぶ「ふるさと創造学」推進や郡内の小中学校や避難先での教

育環境充実、地域コミュニティと協働による教育などの推進を

サポートする事務局の一員として活動しています。	  
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3.岩手における取り組み	

⑭UBSコミュニティ支援プロジェクト	
釜石市、UBSグループ	

2013/7〜	

岩手県釜石市において住民主体のコミュニティ活動を活性

促進。復興計画の合意形成、復興支援員制度導入、コミュニ

ティ・ビジネス支援、キャリア教育など復興フェーズと連動し	

4年半に渡り実施しています。	

⑮いわて三陸復興のかけ橋プロジェクト	
岩手県	

2015/4〜	

中長期的視野に立った産業・コミュニティ再生に寄与する、地域

と県外の企業・団体等のニーズを掘り起こし、双方の強みを活

かしながら、今後のビジネス展開にもつながる協働事業（CSR・

CSV）等のコーディネート、マッチングを担当しております。	

⑰大船渡市椿利活用推進事業	
大船渡市	

2015/4〜	

大船渡市の花「椿」を生かした復興まちづくりを進めることで

地域のコミュニティや絆つくりの再構築を図り、関係団体の連

携強化、椿を地域資源とする都市との交流推進、イベントの

開催などの支援。これらの取り組みを円滑に進め、将来的に、

市の花「椿」を通じた地域コミュニティの再構築や本市の知名

度・地域ブランド力の向上に資することを目指し、業務を推進
しています。	

⑲災害公営住宅コミュニティ形成支援取組検討	
独立行政法人都市再生機構（UR都市機構）	

2015/10〜2016/3	

災害公営住宅の入居者が地域コミュニティの中で安心して暮ら

せるよう、災害公営住宅の建設段階から入居、維持管理段階

まで配慮すべき事項を、これまでの取り組み事例や実際の実

践的な取り組みからとりまとめました。	

⑯三陸復興・振興方策調査業務	
岩手県	

2015/5〜2016/2	

震災復興を乗り越え地方創生に向かって地域づくりを進めて

行くために、産業・観光・コミュニティの観点から新たな９つの

プロジェクトを検討し、「三陸の未来を拓く提案」としてとりまと

めました。	

⑱IBM釜石復興推進プログラム	
日本アイ・ビー・エム株式会社	

2015/10〜2016/3	

復興支援員が関わり、行政としても重要度の高い３つのプロ

ジェクトに対し、IBM社によるプロジェクトマネジメント研修・プ

ロボノ社員によるプロボノサポートをコーディネートしました。	
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4.その他全国における取り組み	

⑳熊本地震緊急対策支援	  
日本財団	  
2016/5〜	  
2016年4月に発生した熊本地震後の復旧・復興支援として、
現地情報収集からNPO・行政等の現地団体ニーズ把握・対
応、支援希望企業と現地団体とのマッチング等の日本財団
の支援事業をサポートしております。	

㉑復興応援キリン絆プロジェクト 熊本支援	  
キリン株式会社・日本財団	  
2016/7〜	  
熊本地震の被災地において、農業、畜産などの食産業復興
支援と、熊本城など観光地の復興や地域の活性化支援を実
施しております。	

㉒キリン地域CSVプロジェクト	  
キリン株式会社	  
東北でのキリン絆プロジェクトの経験をもとに、他地域（石川県
七尾市、新潟県長岡市、長崎県佐世保市）においても一次産業
のプロジェクトをサポート。生産者、行政、キリンの協働による、
地域の課題解決の体制づくりを推進しています。	  
例えば石川県七尾市では現地コーディネーターを通じて、里山
里海ブランド化や七尾地域の誇りを創出する地元ネットワーク
「能登F-‐F	  Network」を支援しております。	

㉓近江八幡市安寧のまちづくり課題解決型	  
プラットフォーム構築支援業務委託	  
近江八幡市	  
2016/10〜	  
近江八幡市のCCRC計画において、地域課題に取り組む活動
団体や個人と、内外の活動団体や個人とが連携する場(プ
ラットフォーム)の構築に向けて、現地コーディネーターによる
事業を推進しております。	  

㉔「2016国際平和のための世界経済人会議」	  
運営支援	  
広島県・アクセンチュア株式会社・マカイラ株式会社	  
2016年10月14日(金)・15日(土)広島市で開催された「2016国
際平和のための世界経済人会議」（実行委員会会長：湯﨑英
彦 広島県知事）では、マーケティングの世界的権威である
フィリップ・コトラー教授をお迎えし、マーケティングを通した平
和構築の取り組みのあり方が議論されました。RCFはアクセ
ンチュア株式会社・マカイラ株式会社と協働して集客等の運
営を支援しました。	  
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5.行政との取り組み	

㉕特別養子縁組支援体制構築モデル案件

（ソーシャル・インパクト・ボンド）	  
横須賀市・日本財団・NPO法人ベアホープ・SROIネットワーク	  
2015/4〜2016/3	  
神奈川県横須賀市において、官民連携の特別養子縁組支

援体制構築を目指したモデルづくりを支援しました。	

㉘2020年以降の経済財政構想小委員会	  
2016/2〜	  
小泉進次郎議員が委員長代行を務め、社会保障改革を念頭
に労働、教育、保育、医療福祉といった分野で横断的に議論
を進めており、RCFは提言作成等で貢献しています。 	

㉗東の窓の会	  
釜石市・大船渡市・石巻市・女川町	  
2014/7〜	  
市町と企業の連携体制を（主に産業分野で）築くために、市町

と企業が双方のやりたい事・やれる事を理解しあって地域を

超えた関係構築を行う官民連携推進事業を推進しています。	  

復興庁との数々の連携	  
2012年2月の復興庁発足より、RCFでは復興庁と数多く協働してまいりました。	  
藤沢は内閣官房の震災ボランティア連携室を経て、復興庁にて政策調査官を拝命。2015年度

には復興庁事業「2015年度被災者支援コーディネート事業」をRCFで担当。	  
復興庁統括官・復興庁事務次官を歴任された岡本全勝氏と共著で2016年に「東日本大震災　

復興が日本を変える―行政・企業・NPOの未来のかたち」（ぎょうせい）を上梓しました。	  

㉖仙台市との社会起業関連の取り組み	
「社会起業都市」を推進する仙台市と連携し、国家戦略特区

関連の政策協議および社会起業家向けトークイベント

「SENDAI Social Innovation Night」等で協働しております。	  
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6.企業との取り組み	

㉙天然ガス自動車を利用したモデル地域づくり	  
いすゞ自動車株式会社	  
2014/8〜2015/5	  
福島県における天然ガス自動車を活用したモデル地域づくりに

むけて調査を行い、福島県イノベーション・コースト構想のエネル

ギー関連施策の政策形成のコーディネートを実施いたしました。	

㉞BtoSプロジェクト	  
株式会社リクルートキャリア・新公益連盟・	  
NPO法人クロスフィールズ	  
2014/8〜	  
ビジネスセクターとソーシャルセクターの間の人材流動性を

高める仕組み、およびソーシャルセクターの成長を実現する

仕組みづくりを展開いたしました。	  
（画像：hCp://btos-‐project.com/ 　より引用）	

㉝東北復興に向けた取り組み	
株式会社電通	  
東北の産業復興に向けた水素エネルギーの利活用や東北

の観光復興に向けた広域連携の推進等、行政との連携可

能性等の調査・コーディネートを実施いたしました。	  

㉚女性起業家支援プログラム	  
ゴールドマン・サックス証券株式会社	

米日カウンシル TOMODACHIイニシアチブ	  
2015/8〜	  
ゴールドマン・サックス社の社会貢献活動「女性起業家支援プロ

グラム」の企画・事務局運営を支援しております。	

㉛教育支援プロジェクト	  
新日本有限責任監査法人・日本フィランソロピー協会	  
2011/7〜2012/3	  
学習支援に取り組む関連NPOや大学等をコーディネートするた

め、被災地域における教育支援のニーズをヒアリングし分析、地

域ごとに異なる教育ニーズを可視化し提言いたしました。	  

㉜プロボノによるコンサルティング	  
デロイトトーマツコンサルティング株式会社	  
2013年から2014年にかけて、RCFにおける人事制度コンサル

ティングをプロボノで行っていただきました。また、岩手県山

田町のまちづくり会社経営支援プロボノをRCFでコーディネー

トいたしました。	  

㉟大船渡市と連携した椿産業化プロジェクト	
資生堂株式会社	  
2015/1～2016/4	  
「椿」が結ぶ復興支援として、資生堂が岩手県の気仙地区で

震災当初から取り組まれていた復興支援活動から見えてき

た新しい街づくりの活動をサポ―トしました。	  
大船渡市が進めている利活用推進事業に関わる自治体や

地域の方との連携可能性や復興を担う次世代との活動等を

サポートしました。	
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7.NPOとの取り組み	

㊱新公益連盟事務局	
2014年に設立された「NPOの未来をつくる会」が前身となり、

2016年1月に新公益連盟が発足しました。NPO同士の連携

およびセクター間の連携を通じて、コレクティブ・インパクトを

生み出すことを目指します。freee株式会社による会計セミ

ナー、ヤフー株式会社からのコワーキングスペース活用等で

連携しています。	

代表理事に駒崎弘樹氏（フローレンス）、幹事に宮城治男氏

（ETIC.）、佐藤大吾氏（ジャパンギビング）、関口宏聡氏（シー

ズ・市民活動を支える制度をつくる会）、岡本拓也氏（ソー

シャルベンチャー・パートナーズ東京）、白井智子氏（トイボッ

クス）等。藤沢は事務局長を務めており、RCFは事務局を担

当しています。	

連携復興センター（３連復）との連携	
いわて連携復興センターおよびみやぎ連携復興センターと

は、震災当初から情報連携を進めており、その後2015年度

被災者支援コーディネート事業でも、ふくしま連携復興セン

ターを含めた３連復と協働しました。	

そのふくしま連携復興センターには、2014年からRCF職員が

出向中であり、今後の長い福島復興にしっかりと軸足を置い

て取り組むにあたり、なくてはならないパートナーとなってい

ただいています。	

	

トルコ復興の光大賞	
日本トルコ文化交流会が主催。地域に根ざして活動する復

興団体にフォーカス。全国に活動しているわけではなくとも、

地域で着々と課題解決を進める団体に光をあてるのが、日

本トルコ文化交流会の「日本復興の光大賞」です。選定にあ

たり、RCFもサポートしております。	

日本財団、トヨタ財団との連携	
日本財団とは、日本財団「WORK FOR 東北」や熊本地震の

復興事業など、設立当初から様々な形で連携をしています。

RCFの設立当初は、オフィスを日本財団内フロアに間借りし

ていたこともあります。日本財団は、復興事業のみならず社

会事業全般において、資金提供者にとどまらず中間支援分

野でもプレゼンスを高めています。	

また、福島のコミュニティ再建のために、震災直後からトヨタ

財団と協働。「国内助成プログラム東日本大震災特定課題

助成」の審査員を務めています。	



組織概要	  

団体名	 RCF	

組織形態 	 一般社団法人	

設立年月 	 2011年9月27日	

所在地	
〒107-‐0051	  
東京都港区元赤坂1-‐7-‐20	  TTS元赤坂ビル3階	  
TEL	  03-‐6447-‐0041	  

代表理事	 藤沢烈	

理事	 田村太郎、山口揚平	

主要事業	  
	  
許可有料職
業紹介事業	
許可番号13-‐
ユ-‐306250	

(1)	  ビジネス・パブリック・ソーシャルセクターのコーディネー
トによる災害からの復興および社会課題解決事業の実施	
(2)	  事業支援および助成・出資	
(3)	  情報収集・分析、および発信	
(4)	  無料及び有料の職業紹介事業・人材派遣事業	
(5)	  その他この法人の目的を達成するために必要な事業	

従業員数	   57名（2016年9月現在）	  
*	  業務委託、アルバイト含む全常勤スタッフ	

主要拠点	

東京都：赤坂、溜池山王（日本財団ビル内）	  
岩手県：釜石市、大船渡市	  
福島県：いわき市、郡山市、福島市	  
埼玉県：加須市　　滋賀県：近江八幡市	  

決算報告（平成28年8月31日現在）	  
一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第128条第3項に基づくものです。	  
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RCF=Revalue	  as	  Coordinator	  for	  the	  Future!	  
「どんなひとも地域も、価値をつくりあえる	  
社会」というビジョン実現に向け、コーディ
ネートする力を通して未来への価値をつくる、
という想いが込められています。	

一般社団法人RCF	  	  創立5周年レポート	  



どんなひとも地域も、価値をつくりあえる社会へ。	

	

	
〒176-0094	

東京都港区元赤坂1−7−20 TTS元赤坂ビル3階	

TEL: 03-6447-0041	

FAX: 03-6447-0048	

	

	

	
URL:http://rcf311.com	

	

　　  rcf311　　　　　@rcf_coordinator	
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